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Ⅰ 計画策定にあたって 

Ⅰ-Ⅰ 計画の概要 

 Ⅰ-Ⅰ-Ⅰ 計画の趣旨 

 宮古島市教育委員会では、「宮古島市教育ビジョン」に則り、教育振興を進めていま

す。平成 29 年度に「第 2 次宮古島市教育ビジョン」を策定し、その中で教育の情報化に対

応した整備を行うこととしています。 

教育の情報化の 3 要素である「情報教育」「教科指導における ICT1活用」「校務2の情

報化」を計画的かつ効率的に実践する為の事業計画として、「宮古島市教育情報化推進計

画」（以下、「本計画」という。）を策定することとしました。 

  

                                                        
1 情報処理や通信に関する技術、産業、設備、サービス等の総称。 

2 成績処理、学籍管理、保健等の授業以外の学校運営に関する事務のこと。 
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 Ⅰ-Ⅰ-Ⅱ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の最上位計画である「第 2 次宮古島市総合計画」の教育分野における個

別計画であり、教育行政の方針を示した「第 2 次宮古島市教育大綱」「第 2 次宮古島市教

育ビジョン」及び情報化推進方針を示す「第 2 次宮古島市情報化推進計画」に掲げた施策

のうち、学校の教育情報化に特化した計画です。 

 

 

 

 Ⅰ-Ⅰ-Ⅲ 計画期間 

 本計画の期間は、平成 30（2018）年度～令和 4（2022）年度までの 5 年間とします。 

  

計画の位置づけ イメージ図 
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Ⅰ-Ⅱ 計画策定の背景 

 Ⅰ-Ⅱ-Ⅰ 教育の情報化をめぐる社会情勢 

 情報通信技術（以下、「ICT」という。）の発達が目覚ましい現代においては、社会の

様々な分野で AI3や IoT4、ビックデータ等の ICT 活用が進んでいます。これは第 4 次産業

革命とも言われ、以降の社会は Society5.05としてイノベーション6により新たな価値を創造

し経済発展と社会的課題解決を両立することが可能な社会とされています。 

このような新たな社会を支えるために必要な人材の育成が急務であることから、学校教

育においても、情報機器等の基本的な知識・技能を習得させるとともに、これらを活用し

て課題を解決する為に必要な思考力、判断力、表現力を育むことが求められ、その為に教

育の情報化が重要であるとされています。 

 既述のとおり、教育の情報化には「情報教育」「教科指導における ICT 活用」「校務の

情報化」の 3 要素があり、これを実現する基盤として「教員の ICT 活用指導力の向上」

「学校の ICT 環境整備」「教育情報セキュリティの確保」が必要とされています。  

                                                        
3 人間の知的営みをコンピュータに行わせるための技術や、人間の知的営みが可能なコンピュータプログラム等の人工知能のこと。 

4 あらゆるものがインターネットに接続され、モニタリングやコントロールすることを可能にするといった概念のこと。モノのインター

ネットとも言われる。 

5 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続くような新たな社会を生み出す変革を科学技術イノベーションが先導していく、という

趣旨で「第 5 期科学技術基本計画」において政府が提唱した概念のこと。 

6 従来のモノ、仕組み、組織等を改革して社会的に意義のある新たな価値を創造すること。狭義には「技術革新」の意味を持つ。 
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 Ⅰ-Ⅱ-Ⅱ 国の動向 

 我が国では、平成 13 年に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」が施行されて以

降、ICT 基盤の整備が進み、教育分野の情報化についても平成 23 年 4 月に「教育の情報

化ビジョン」が取りまとめられ、教育の情報化の推進方策が示されました。 

 以降、自治体は各々で教育の情報化に取り組んでいましたが、文部科学省は平成 29 年 3

月に「新学習指導要領」7（小学校：令和 2 年度より実施、中学校：令和 3 年度より実施）

を示し、「情報活用能力」を言語能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置づ

け、学校の ICT 環境整備と ICT を活用した学習活動の充実を明記しました。 

しかし、これまで自治体毎に取り組みを進めていたことで、学校の ICT 環境整備は自治

体間でばらつきがあり、また、国の示す整備水準に満たない自治体が大多数であったこと

から、令和元年 6 月には「学校教育の情報化に関する法律（令和元年法律第 47 号）」を制

定しその推進に対し基本理念や国等の責務を定めると共に、経済財政運営と改革の基本方

針 2019（骨太方針 2019）において、国として学校 ICT 環境の自治体間のばらつきの是正

に努めることを閣議決定しています。 

 令和元年 12 月には「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」により GIGA8スクール構

想の実現が示され、全学年の児童生徒 1 人 1 台の端末整備とそれを活用できるネットワー

ク環境整備を国として財源確保し支援するとして補正予算による補助事業が開始、その後

                                                        
7 全国で一定水準の教育を受けられるようにするため、学校教育法等に基づき文部科学省が定めた教育課程の編成基準である学習指導要

領が、平成 29 年に改訂されたもの。 

8 Global and Innovation Gateway for All（意：全ての児童生徒に国際化とイノベーションの扉を）の略 
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新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い休業を余儀なくされた学校の現状を鑑み、休校時

における教育機会の確保について早急に対策を取る必要があるということから、当初令和

5 年度完了としていた計画を前倒し、令和 2 年度中の完了という計画に変更されました。 

 GIGA スクール構想の実現とは、令和時代のスタンダードな学校像として、多様な子ど

もたちを誰一人取り残すことのない公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続

的に実現させることを目的としたもので、令和 2 年 7 月に公表された「世界最先端デジタ

ル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」においても、その促進が明記されていま

す。この計画において、国は、小中学校における教育環境整備も、デジタル時代の「読

み・書き・そろばん」である「数理・データサイエンス・AI」に関する知識と技能を全て

の國民が育み、あらゆるレベルでリテラシーを持つ人材を育成するための一環であること

を示しています。 

 

出典：文部科学省資料「GIGAスクール構想の実現について」 
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 Ⅰ-Ⅱ-Ⅲ 県の動向 

 本県では、平成 27 年 6 月に「おきなわ ICT 総合戦略」が策定され、人材育成分野の基

本施策として、学校教育における ICT 利活用の方針が示されました。この中で、教育情報

化の基盤である教育用コンピュータ9、校内 LAN10、超高速インターネット11等の整備や新

しい学習形態への対応を視野に入れた ICT 環境のあり方を検討する必要性が示されていま

す。 

 さらに、沖縄県教育委員会においては、平成 24 年に「沖縄県教育情報化基本計画」を策

定し、本県における教育の情報化を総合的に推進するための基本方向を示し、その後平成

29 年には新学習指導要領を反映した「沖縄県教育情報化推進計画」を策定し、基本計画を

具体的に推進するためのアクションプランとして取組内容を示しています。主な施策とし

ては、各教科等における ICT 活用の推進、情報モラル12・情報セキュリティ教育の充実、

ICT 教育研修の充実、児童生徒用情報端末・校内 LAN・超高速インターネット・安全なネ

ットワーク環境等の整備等が掲げられています。 

  

                                                        
9 授業で活用するコンピュータのこと。主に児童生徒用。 

10 学校内の情報ネットワークのこと。LAN は Local Area Network の略で限られた範囲内の情報通信機器をケーブル等で接続し相互通信

を可能にした情報ネットワークをいう。 

11 光ファイバケーブルを使用した大容量のインターネット回線のこと。 

12 情報機器やネットワークを利用する際に求められる道徳。特に他者とのやり取りにおいて、他者や自らに害を及ぼすことの無いよう

身につけるべき基本的な態度や考え方のこと。 
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Ⅱ 基本方針 

Ⅱ-Ⅰ 第 2 次宮古島市教育ビジョンとの関わり 

 本市では、第 2 次宮古島市教育ビジョンにおいて、「宮古の自然や文化に誇りを持ち 

国際化時代をたくましく生きる 創造性に溢れた明るい子」の育成を目指し、学校教育分野

においては子どもたちの「生きる力」を育む学校教育の推進を方針に掲げ、変化の激しいこ

れからの社会を生きる子どものために、確かな学力、豊かな心、健やかな体を育てること

としています。 

中でも小中学校においては、知識基盤社会と情報通信技術の発展に対応した確かな学力

の育成のため教育の情報化を推進し教育の質を高めることや、児童生徒の情報技術を活用

する力（以下、「情報活用能力」という。）を養うことが求められ、その実現のための教

育環境整備を重点施策として掲げています。 
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Ⅱ-Ⅰ-Ⅰ 教育ビジョンに基づく基本方針 

  第 2 次宮古島市教育ビジョンにおいて学校教育では「生きる力」を育むこととしてい

ます。社会情勢や国、県における教育の情報化方針を鑑みると、課題を見つけそれを解

決するためイノベーションにより新たな価値を見出すことができ、さらに、ICT の利活

用によってその課題の解決を図ることが可能な人材の育成が求められています。 

それはこれからの社会における「生きる力」として、「情報活用能力」が必須である

ことを示しています。 

そこで、本市では、「情報活用能力」を「これからの社会を生きる力」と捉え、「情

報活用能力を備えた創造性に富んだ人材育成」を基本方針として、教育の情報化を推進

します。 

 

   

  

～ 宮古の自然や文化に誇りを持ち 

国際化時代をたくましく生きる 創造性に溢れた明るい子 ～ 
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Ⅱ-Ⅱ 宮古島市の教育情報化の現状と課題 

 Ⅱ-Ⅱ-Ⅰ これまでの取組 

①教育用コンピュータのタブレット化 

 平成 27 年度より、各校の教育用コンピュータ整備をタブレット端末に更新しており、令

和元年度末には全小中学校のタブレット化が完了しています。しかし、整備内容として

は、各校 1 クラス分のみであり、大規模校では台数の不足が課題となっています。また、

学校毎に台数を固定した整備になっており、児童生徒数の増減や学級の増減に対応するこ

とが難しいことも、課題として挙げられます。 

 更に、これまで特別支援学級等特別に配慮を要する児童生徒のための利活用が考慮され

ておらず、今後はその整備についても検討していく必要があります。 
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②校務支援システムと校務用パソコンの整備 

 平成 21 年度に各校へ校務用のパソコンを配布するとともに平成 23 年度よりクラウド型

13校務支援システム14を導入し、教員の業務負担軽減とそれを通じた教育の質の向上を図っ

てきました。平成 29 年度には校務支援システムの機能拡張や情報政策課による校務用パソ

コンの一括調達にて、教員 1 人 1 台の校務用パソコン整備を実現するなど、段階的に校務

の情報化の充実を図っています。 

しかしながら、蓄積された校務データを活用した「学校運営・学校経営」の実施や校務

環境で求められるセキュリティの確保と実際の運用における簡便さとの関係を考えると、

校務支援システムの機能拡充やネットワーク環境強化等の課題が残っています。 

 

③ ICT 支援員の配置 

 下地中学校での「フューチャースクール推進事業」の実施に合わせ、平成 23 年度より

ICT 支援員の配置を行っています。当初は実証事業に特化し下地中学校での支援を行って

いましたが、授業での ICT 活用が進んでいる現在では、市内全校を対象に支援を行ってい

ます。しかし、令和 2 年度現在で 27 校に対し支援員 2 名と、今後授業での ICT 活用を定

着させるためには人員不足の状況であり、ICT 支援員の増員が課題となっています。 

                                                        
13ハードウェアやソフトウェアを、ネットワークを介しサービスとして利用する形態のこと。 

14 校務の効率化や教員負担の軽減を支援する目的で、校務情報や事務処理が電子化されたシステムのこと。 
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④「フューチャースクール推進事業15」 

 平成 23 年度より下地中学校を実証校として、タブレット 1 人 1 台、全校無線化、クラ

ウド型授業支援アプリ、電子黒板等の活用を行い、学校教育に必要な環境整備と利活用方

策を探る取組を実施してきました。 

 その中で、実際に運用していく上で生じたセキュリティ確保のための最適な方策や、

ICT 支援員の業務範囲、運用管理体制の確保が課題として確認されました。 

 

⑤ 校内 LAN の整備 

 これまで、各学校における LAN 整備は、校舎の建築又はコンピュータ教室の設置に合

わせて行われており、学校毎に異なる構成であった上、保守管理も入っておらず状況把握

が困難な状況にありました。平成 28 年度に情報政策課による校務 LAN の整備が行われ、

校務については環境が統一されていますが、元々の校内 LAN 構成により、学校毎に異な

ったネットワーク構成になっています。 

 今後は、セキュリティ確保の観点からも、全校のネットワーク環境を統一し、運用ルー

ルを明確にすることや、利用場所を限定しないよう無線ネットワークの構築を行うことが

課題となっています。 

                                                        
15 学校における ICT 機器の利活用についての技術的課題を抽出・分析する目的で、平成 22 年度から平成 25 年度まで実施された総務省

の実証事業のこと。 
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宮古島市立小中学校における主な ICT 環境の整備状況 （令和２年１０月現在） 

整備項目 
宮古島市 沖縄県 全国 

小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 

学校数 16 14 
    

児童生徒数 3,486 1,613 
    

普通教室数 151 63 
    

教育用コンピュータ台数 488 448 
    

教育用コンピュータ 1台あたり児童生

徒数（人） 

7.1 3.6 6.5 5.2 5.5 4.8 

（参考）学校毎の最大 1台あたり児童

生徒数 

13.8 12.4 
    

（参考）学校毎の最小 1台あたり児童

生徒数 

1.4 1.0 
    

普通教室の無線 LAN 整備率 23.5% 28.6% 33.7% 39.0% 51.6% 49.0% 

（参考）普通教室の校内 LAN 整備率 100.0% 100.0% 94.5% 90.0% 91.2% 89.7% 

超高速インターネット接続率 

(100Mbps 以上) 

100.0% 100.0% 49.4% 46.9% 77.6% 77.4% 

（参考）超高速インターネット接続率

（30Mbps 以上） 

100.0% 100.0% 85.2% 83.0% 96.2% 96.3% 

普通教室の大型提示装置整備率 100.0% 100.0% 86.5% 88.1% 69.8% 57.0% 

教員の校務用コンピュータ整備率 150.7% 150.7% 100.2% 104.5% 119.8% 121.0% 

統合型校務支援システム整備率 100.0% 100.0% 51.0% 54.4% 63.5% 63.2% 

 

県・全国値「令和元年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（令和２年 3月 1 日現在確定値）」から引用 
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Ⅱ-Ⅱ-Ⅱ 今後の教育における課題 

  既述のとおり、これからの教育においては情報活用能力の育成が強く求められていま 

す。情報活用能力とは、情報と ICT を適切に活用するための「知識・技能」、情報の取

捨選択や問題の解決のために ICT を適切に利活用するための「思考力・判断力・表現力

等」、情報社会に主体的に参画しその発展に寄与しようとする態度としての「学びに向

かう力・人間性等」の 3 つの柱からなるものです。 

小学校及び中学校で身につけたい力とそのための情報活用能力、実践に向けた現状に

おける課題についてまとめました。 

 

  情報活用能力のイメージ 
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  小学校 中学校 

身
に
つ
け
た
い
力 

・情報端末の基本的操作 

・情報を活用する力(収集･整理･表現) 

・プログラミング的思考 

・情報モラル 

・情報端末の操作(素早さ･運用) 

・情報を活用する力(比較検討･統合的整理･協働作成･発信) 

・双方向的なプログラミングの活用 

・情報セキュリティに関する知識 

情
報
活
用
能
力 

知
識
及
び
技
能 

・コンピュータやカメラの起動や終了等の基本操作 

・画像や映像編集のアプリケーションの操作 

・キーボードなどによる文字の正しい入力方法 

・電子ファイルの検索及びフォルダ管理 

・インターネット上の情報の閲覧及び検索 

・電子的な情報の送受信や論理演算子を用いた検索 

・意図した処理を行うための最適なプログラムの作成、評価、改善 

・図示による単純な手順の表現方法 

・目的に応じた表やグラフを用いた情報の整理 

・聞き手とのやりとりを含む効果的なプレゼンテーション方法 

・通信ネットワーク上のルールやマナー 

・キーボード等による十分な早さでの正確な文字入力 

・電子ファイルの運用（圧縮・パスワードによる暗号化・ 

バックアップ等） 

・表やグラフを用いた統計的な情報の整理 

・クラウドを用いた協働作業 

・情報通信ネットワークの構成と、情報を利用するための基本的

な仕組み 

・情報のシステム化に関わる基礎的な技術の仕組み 

・Web ページ、SNS 等による発信及び交流の方法 

・安全、適切なプログラムによる表現及び発信の方法 

思
考
力 

・ 

判
断
力 

・ 

表
現
力
等 

・目的に応じた表やグラフ「考えるための技法」を適切に選択・活

用し、情報を整理する。 

・情報の傾向と変化を捉え、類似点や規則性を見つけ、他との転

用や応用を意識しながら問題に対する解決策を考察する。 

・目的や意図に応じて複数の表現手段を組み合わせて表現し、聞

き手とのやり取りを含めて効果的に表現する。 

・目的に応じて統計的に整理したり「考えるための技法」を組み

合わせて活用したりして整理する。 

・目的に応じて情報の傾向と変化を捉え、問題に対する多様な

解決策を明らかにする。 

・目的や意図に応じて情報を統合して表現し、プレゼンテーショ

ン、Webページ、SNS などやプログラミングによって表現、発信、

創造する。 

学
び
に
向
か
う
力 

・ 

人
間
性 

・情報及び情報技術を工夫し創造しようとする。 

・情報に関する自分や他人の権利があることを踏まえ、尊重しよ

うとする。 

・通信ネットワーク上のルールやマナーを踏まえ、尊重しようとす

る。 

・情報や情報技術をより良い人生や社会づくりに活かそうとする。 

・情報に関する個人の権利とその重要性を尊重しようとする。 

・情報セキュリティの確保のための対策・対応を考え、行動しよう

とする。 

・情報社会における自分の責任や義務について考え、行動しよ

うとする。 

・情報や情報技術をよりよい生活や持続可能な社会の構築に活

かそうとする。 

現
状
に
お
け
る
課
題 

・台数不足による利活用時間の制限 

・ネットワーク整備の不足による利用可能場所制限 

・新たな学習（プログラミング等）に必要なソフトウェアの不足 

・双方向性のあるツールの不足 

・調達内容の変動による学校差 

・教職員の情報活用指導力不足 

・教職員の情報モラル、セキュリティに関する指導力不足 

・指導力向上のための支援体制不足 

・各教科、領域等における情報技術を活用した授業づくり 

・情報モラル、セキュリティに関する指導カリキュラム作成 

資料 1「次世代の教育情報化推進事業 成果報告書」情報活用能力体系表例を元に作成 

情報活用能力の育成と現状における課題 



16 

 

 

Ⅱ-Ⅱ-Ⅲ 課題に対する方針 

 これまでの取組や今後の教育における課題を受け、教育の情報化を推進するにあたり必

要となる整備についての方針を次のとおり示します。 

方針 1．ICT 利活用に必要な環境整備の推進 

方針 2．安全安心な利活用のための規程・体制の整備 

方針 3．授業での利活用のための支援体制充実 

方針 4．特別支援学級及び配慮を要する児童生徒に対する情報化の推進 

方針 5．情報モラル教育の推進 

方針６．校務の情報化の推進 
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Ⅱ-Ⅲ 具体的な方向性と施策 

 先に示した方針に基づき実行する施策を下記のとおり定めます。各施策の詳細について、次頁以降に

記載していますが、内容は社会情勢の変化等による本計画の見直しに併せ、見直す可能性があります。 

   方針 施策 整備目標 

教
科
指
導
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用 

方
針
１ 

 

①ネットワーク環境整備 令和 2 年度中に普通教室の無線 LAN 整備率 100％ 

②学習用タブレット整備 令和 2 年度中に 1人 1 台の端末整備及び ICT 活用計画の策定を完了 

③各種ソフトウェア・デジタル教材の整備 令和 4 年度中に整備方針を確定 

④大型提示装置（電子黒板）整備 令和 3 年度までに各普通教室の整備率 100％（完了） 

⑤学校施設及び設備の整備 令和 3 年度中に「ICT整備に係る施設・設備の整備要件」とりまとめ 

方
針
２ 

①教育情報セキュリティポリシーの策定 令和 2 年度中に学校の実施手順整備率 100％ 

②情報セキュリティ及び情報推進体制の

整備 
教育情報セキュリティポリシーでの組織体制確立（完了） 

方
針
３ 

①ICT 支援員の配置 令和 3 年度中に 1人 1 台環境に合わせた配置計画を作成 

②教育研修の充実 令和 2 年度中に ICT活用計画にて研修計画を提示 

③運用管理体制の確立 学習用タブレット整備に合わせた運用体制確立 

方
針
４ 

①特別支援学級及び配慮を要する児童生

徒のための環境整備 
ICT 活用計画での活用事例提示（随時） 

情
報
教
育 

方
針
５ 

①学校における情報モラル教育の実践 令和 3 年度中に全校で校内情報化推進計画による運用を開始 

②家庭・地域との連携と外部人材活用 令和 3 年度中に体制確立と研修計画作成 

校
務
の 

情
報
化 

方
針
６ 

①校務用コンピュータの教職員 1人 1 台の

整備と周辺環境の整備 
教員数に対する校務用コンピュータの整備率 120％以上を維持 

②校務支援システムの充実 次期システム更新時までに指導要録の電子化を完了 
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 方針 1．ICT 利活用に必要な環境整備の推進 

  国の示す整備方針「平成 30 年度以降の学校における ICT 環境の整備方針について」

（平成 29 年 12 月文部科学省策定）及び GIGA スクール構想の実現に向けた環境整備方

針に則り、計画的な整備を行うとともに、環境の充実を図ります。 

  具体的には、以下の 5 項目について整備を進めていきます。 

 

出典：「第 2 次宮古島市情報化推進計画」 
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 ①ネットワーク環境整備 

  GIGA スクール構想の実現に向けた補助事業である公立学校情報通信ネットワーク環

境施設整備事業を活用し、令和 2 年度中に校内 LAN 環境の統一化（校務系と学習系の

分離）及び高速化、校内無線 LAN 化を行います。また、沖縄県の進める超高速ブロー

ドバンド整備やケーブルテレビ回線の光化に合わせ、学校のインターネット回線高速化

を順次実施します。 

  さらに令和 3 年度に予定されている既存教育ネットワークの更改に合わせ、「教育情

報セキュリティポリシーに関するガイドライン」（平成 29 年 10 月文部科学省策定）に

基づき、校務系ネットワークのセキュリティ強化を検討していきます。 

 

  整備目標：令和 2 年度中に普通教室の無線 LAN 整備率 100％ 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

校内LAN整備

インターネット回線の高速化

既存教育NW更新
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 ②学習用タブレット整備 

  現在はタブレット端末の整備数（各校 1 クラス分）や利用するソフトウェアの違いに

より、学校間の環境差が生じていますが、GIGA スクール構想の実現に向けた補助事業

である公立学校情報機器整備事業を活用し、全ての学校が同じ環境で ICT 活用可能とな

るよう、児童生徒 1 人 1 台環境の実現に向けた整備を行います。 

  また、1 人 1 台の環境が実現した後には、令和 2 年度中に策定予定の「ICT 活用計

画」に基づき、全ての教員が段階的に ICT 活用に取り組み、児童生徒の自発的な活用に

結びつけるための活用促進に注力すると共に、次期更新に向け、BYOD16についても検

討を進めていきます。 

 

 整備目標： 令和 2 年度中に 1 人 1 台の端末整備及び ICT 活用計画の策定を完了 

  

                                                        

16 Bring Your Own Device の略で、個人所有の端末を会社や学校等に持ち込んで利用すること 

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

タブレット整備

活用計画策定

GIGA運用・活用

統一仕様検討
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 ③各種ソフトウェア・デジタル教材の整備 

 GIGA スクールに向けた学習用タブレット整備では、OS メーカーから無償の授業支援

ソフトウェアが提供されています。この無償提供の範囲を超えてのソフトウェアの必要性

を検討する必要があります。 

令和 2 年度には、経済産業省 Edtech 導入実証事業でドリル学習ソフトを試験的に活用

し、今後の整備の必要性を検証していきます。 

また、これまで指導者用のみを整備してきたデジタル教科書ですが、タブレット 1 人 1

台の環境が整うことから、学習者用の導入についても、活用が現実的になります。教科書

をデジタル化することについての効果と影響の両面、また費用対効果を十分に検証し、導

入について検討を行います。 

これらの検討を重ね、真に必要なソフトウェア及びデジタル教材については、段階的に

整備を進めます。 

 

 整備目標： 令和 4 年度中に整備方針を確定 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

学習者用デジタル教科書検討

Edtech実証→ドリル導入検討

必要機能・ソフトウェア検討
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 ④大型提示装置（電子黒板）整備 

 ICT 利活用が進む中、よりわかりやすく生徒の興味関心を高める授業を実践するため

不可欠なのが大型提示装置です。沖縄振興特別推進費市町村交付金（一括交付金）を活

用し、平成 30 年度から令和元年度の 2 年間で全小中学校の普通教室と特別教室に合わせ

て 350 台の電子黒板を整備しました。 

 整備後に行ったアンケートによると、電子黒板特有の機能であるペンや保存の機能を

活用できている教員の割合が低く、今後はこれらの機能の活用を進めるための施策を推

進していく必要があります。 

 また、機器更新に向けた財源確保等についても検討していく必要があります。 

 

 整備目標：令和 3 年度までに各普通教室の整備率 100％（完了） 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業 運用・活用促進

電子黒板整備事業
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 ⑤学校施設及び設備の整備 

 既述のとおり、今後は、学校のあらゆる場所・教室で、ICT を活用した学習活動が行 

われることが想定され、このことを前提に全ての特別教室及び普通教室における施設及 

び設備の整備計画を立てていく必要があります。 

 無線 LAN 等のネットワーク活用を想定した配線や電子黒板等の ICT 機器を活用する 

ことを想定した照明設計、充電保管庫の設置を想定した配電計画などを考慮した施設及 

び設備の整備を進めていきます。 

 

整備目標：令和 3 年度中に「ICT 整備に係る施設・設備の整備要件」とりまとめ 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業 施設・設備要件

とりまとめ

検討
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方針 2．安全安心な利活用のための規程・体制の整備 

 近年、ICT 活用推進と共に、情報セキュリティの確保が求められるようになってお

り、これは学校も例外ではなく、情報資産の把握とリスク管理を行い、それに応じたセ

キュリティ対策を実施する必要があります。 

 教職員や児童生徒が安心して安全に ICT 活用を進める為、情報セキュリティに関する

教育現場独自の対策基準や組織体制を確立させることを目指し、必要な規程等を整備し

ます。 
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 ①教育情報セキュリティポリシーの策定 

本市では「宮古島市情報セキュリティポリシーに関する要綱」（平成 27 年 12 月１日

訓令第 44 号）により情報セキュリティに関する基本方針と対策基準を定めています。教

育現場においては、基本方針は市として統一しながらも、学校という児童生徒が利用す

る環境を考慮した独自の対策基準、さらには学校毎に実施手順を定めることが必要とな

ることから、令和元年 12 月に「宮古島市教育情報セキュリティポリシーに関する要綱」

（令和元年 12 月 26 日宮古島市教育委員会訓令第 22 号）を策定しました。 

今後は、学校での実施手順整備を進めると共に、「教育情報セキュリティポリシーに

関するガイドライン」の改正や本計画に基づく環境整備の進捗に合わせ、必要に応じた

見直しを実施していきます。 

 

整備目標：令和 2 年度中に学校の実施手順整備率 100％ 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

運用・随時見直し

対策基準整備

実施手順整備
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 ②情報セキュリティ及び情報推進体制の整備 

  セキュリティに関するルールの浸透やインシデント17発生時の対応、ICT 活用や情報 

 教育の推進を円滑に行うためには、教育委員会と学校の連携を強化する必要がありま 

す。 

 そのために、教育 CIO（最高情報責任者：Chief Information Officer。以下「CIO」と 

いう。）及び学校 CIO、教育 CIO や学校 CIO の業務遂行を補佐する教育 CIO 補佐官及 

び学校 CIO 補佐官を含めた体制を確立し、前述の教育情報セキュリティポリシーにおい 

て明示します。 

 

スケジュール：①教育情報セキュリティポリシーの策定スケジュールに準じる 

整備目標：教育情報セキュリティポリシーでの組織体制確立（完了） 

 

                                                        
17 情報セキュリティ分野では、コンピュータやネットワークのセキュリティを脅かす事象・事故等のことを指す。 

教育CIO 学校CIO

情報化推進組織の設置・運営 校内の情報化マネジメント体制整備

人員の配置・育成 教職員への教育・研修

ICT活用・情報教育の促進 利活用実践、整備内容の提案

セキュリティポリシーの運用

（策定・見直し）
セキュリティポリシーの遵守

役割分担
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方針 3．授業での利活用のための支援体制充実 

 既述の環境や体制整備の効果を十分に発揮するためには、授業や校務での利活用促進 

が不可欠です。それには、教員が ICT を活用する際の操作支援や障害発生時の円滑な解 

決を可能とする専門知識・技術を有する民間事業者や外部人材等の活用を含めた、支援 

体制の充実が求められます。 

 そこで、ICT 支援員の配置や運用管理体制の確立、授業での利活用のための教育研修 

の充実を図ります。 

 

  

出典：「教育の情報化ビジョン」（平成 23 年文部科学省策定） 
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 ①ICT 支援員の配置 

 学校現場での ICT 活用を普及・定着のためには、専門知識を有する ICT 支援員の効 

果的な配置が必要です。国においては、4 校に 1 人の配置を整備方針として掲げていま  

すが、学習用タブレット整備後 1 人 1 台の環境となった際にはこれまで以上に支援を要

する場面が増えると予想されることもあり、1 人 1 台環境での運用開始後を見据えた適

切な配置を検討すると共に、民間委託等の外部人材活用等、配置のあり方についても検

討していきます。 

また、ICT 支援員の業務内容について、機器やネットワークの障害対応といった環境 

面の技術支援ではなく、ICT を活用した授業のための操作支援や教材作成の助言など、 

活用面での支援を行うことを目的にしていることを明確にし、ICT 支援員の活用率を向 

上するため機能と具体的な業務内容を周知します。※資料 2「ICT 支援員の業務内容」 

 

 整備目標： 令和 3 年度中に 1 人 1 台環境に合わせた配置計画を作成 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

運用

GIGA後配置計画作成

2名体制運用1名体制運用
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 ②教育研修の充実 

  授業での ICT 活用には、教員の ICT 活用指導力の向上が不可欠です。そのため、教 

員の ICT 活用指導力向上に向けた教育研修の充実を図ります。 

  令和元年度には、教育研究所が教育の情報化に特化した出前講座を開講し、各 ICT 機

器の効果的な活用について校内研修を実施してきましたが、受け持つ教科や学年、教員

の活用レベルの違いにより、全ての教員がすぐに実践に移せるわけではないということ

が明確になりました。 

研修を効果的に実践に活かすためには、学校種や教科、活用段階や教員の活用レベル

に合わせた研修を実施する必要があります。 

これらの各種研修を計画的、体系的に整理し、適切な研修のあり方を検討した上で、

新たな研修計画を令和 2 年度中に策定予定の「ICT 活用計画」において提示します。 

 

 整備目標： 令和 2 年度中に ICT 活用計画にて研修計画を提示 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

運用

出前講座開催

活用計画策定
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 ③運用管理体制の確立 

 授業での利活用を進める上では、ICT 機器やネットワークの安定稼働が保証されてい

る必要があります。そのためには、保守運用に係る調達要件の明確化と、それによる

ICT 支援員との業務分離が重要です。運用管理に係る役割を明確化することで、ICT 支

援員が活用のための支援に注力できるようになります。 

GIGA スクール構想の実現に向けた学習用タブレット整備では、調達時に必要となる

保守要件を明確化しています。今後は、それを適切に運用していくための組織体制を含

め、円滑な利活用推進のための方策を検討していきます。 

※資料 3「ICT 支援員と保守要員の業務分離」 

 

 整備目標：学習用タブレット整備に合わせた運用体制確立 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

運用

保守運用要件整理

調達仕様

反映
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方針 4．特別支援学級及び配慮を要する児童生徒に対する情報化の推進 

 特別支援学級や通級指導教室の児童生徒、外国籍の児童生徒など、一人一人異なった

教育的ニーズのある児童生徒に対する、個々の状態に応じた適切な ICT 機器等の活用

は、それぞれの困難さを克服したり、学習活動への参加を促進したりする効果が期待さ

れています。 

様々な状態の児童生徒に合わせた ICT 活用方法を検討し、そのために必要な環境を整

備していきます。 
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①特別支援学級及び配慮を要する児童生徒のための環境整備 

 GIGA スクール構想の実現に向けたタブレット整備では、特別支援学級等の児童生徒

についても整備対象となっています。これにより機器の整備は完了しますが、導入され

る機器について、各種の課題に対し個々の活用方法を整理・検討する必要があり、

「ICT 活用計画」に含めるため検討を進めていきます。  

 

整備目標： ICT 活用計画での活用事例提示（随時） 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

活用方法検討

活用計画策定

GIGA運用・活用
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方針 5．情報モラル教育の推進 

 学習において ICT を活用するためだけではなく、これからの情報化社会を生き抜くた

めに必要不可欠な知識として、情報化における影の部分に対する認識や有害サイトなど

のインターネット上のトラブル等に関する知識を身につける必要があり、学校における

情報モラル教育が重要になっています。 

 情報モラル教育を効果的なものとするには、学校全体の教育活動の中に加え、家庭や

地域における協力が必要です。 

 学校教育における情報モラル教育のあり方に加え、家庭や地域、外部人材の活用を踏

まえた推進体制や情報モラル教育の充実に向けた研修計画について検討を進めます。 
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①学校における情報モラル教育の実践 

情報化社会においては、情報セキュリティの基礎知識に加え、情報の取扱いや発信の

手段やルール、情報収集の手段と得た情報を取捨選択する為の知識や方法といった能力

が必要不可欠であり、学校教育においても、児童生徒をインターネット等におけるトラ

ブルの被害者や加害者にさせないため、ICT を有効に利活用するためには、情報モラ

ル・情報セキュリティ教育を充実させていく必要があります。 

 これらの教育は各教科における指導内容に関連して実施することが求められているこ

とから、指導カリキュラムを作成することや、各校の情報化推進計画に盛り込むことを

検討します。 

 さらに、学校において情報モラル教育を充実させるためには、教員の指導力向上が不

可欠です。情報モラル教育の実践に向け、教員に対する情報セキュリティ・情報モラル

研修の充実を図ります。 

 

整備目標：令和 3 年度中に全校で校内情報化推進計画による運用を開始 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

順次運用

研修計画及び

カリキュラム

作成

校内情報化

計画反映
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②家庭・地域との連携と外部人材活用 

 児童生徒に情報モラルを身につけさせるためには、学校と保護者が児童生徒のインタ

ーネット利用等の実態を共有し、家庭や地域と連携した指導を行うことが必要であり、

家庭・地域への理解啓発が不可欠です。 

 また、情報モラル教育においては教員以外の専門知識を有する外部人材の活用が有効

であることから、外部人材を活用した家庭・地域に向けた研修会の実施や家庭でのルー

ル作り指導など、体制のあり方を含めて検討していきます。 

 

整備目標： 令和 3 年度中に体制確立と研修計画作成 

 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

順次運用

体制・研修計画

検討
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方針 6．校務の情報化の推進 

 校務の情報化が進むことにより、市教育委員会等の関係機関と学校との情報連携や学校

での事務の効率化が図られ、教職員が子どもと向かい合う時間を確保することができ、教

育の質を高めることに繋がります。 

 そのために、情報セキュリティの対策を講じつつ、新学習指導要領の実践や働き方改

革、成績情報の電子化と活用に向けた、校務用コンピュータの教職員１人１台の整備と校

務支援システムの充実、校務情報の一元管理と共有化を図っていきます。 
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① 校務用コンピュータの教職員１人１台の整備と周辺環境の整備 

  学校での教職員が利用するコンピュータは、校務のみならず授業でのデジタル教科書18 

 や教材、授業支援システムの活用等、指導においても不可欠なものです。 

  今後は現在の 1 人 1 台の整備を維持しつつ、授業における指導者用コンピュータとし 

て併用するため、校務情報と学習情報の分離等、情報セキュリティの対策を講じていく 

必要があり、次期の教育ネットワーク及び校務用コンピュータ更新に合わせ、併用のた 

めの方策を検討していきます。 

 

   整備目標：教員数に対する校務用コンピュータの整備率 120％以上を維持 

  

                                                        
18 従来の教科書に音声や動画等のコンテンツを搭載しデジタル化したもの。ここでは指導者用のデジタル教科書を指す。 

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

端末更新

運用管理

情報分離方策の検討
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② 校務支援システムの充実 

  既存システムに蓄積された出席・成績・保健等の児童生徒に関するデータを連携し活

用することで、教員の事務負担軽減による「学校運営・学校経営」の効率化と、児童生

徒 1 人ひとりの特性や傾向に合わせた指導に結びつけることによる教育の質の向上を目

指す必要があります。そのために、校務支援システムの機能拡充を検討します。 

また、データ活用方法の事例紹介等の活用支援と、指導要録等文書類の完全電子化を

目指します。 

 

整備目標：次期システム更新時までに指導要録の電子化を完了 

  

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

事業

システム更新

データ活用事例紹介

指導要録等文書の電子化検討・随時実施
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Ⅲ 計画の推進 

Ⅲ-Ⅰ 推進体制 

 Ⅲ-Ⅰ-Ⅰ 教育委員会の役割 

  本計画を計画的に推進するため、市教委内でも各部署における役割分担を明確にし、 

学校との連携を密に進める必要があります。そこで、教育委員会内部における各部署の 

主な役割を次のとおり示します。 

学校教育課 

学務係 

・情報教育の企画、立案 

・ICT 活用研修の企画、実施 

・学校現場のニーズ把握 

・ICT 機器、システム等の調達、運用管理 

・ICT 支援員の配置 

・計画推進に必要な規程等の整備 

・関係各課との調整、会議の主催 

・各事業の進捗状況把握 

指導係 
・デジタル教科書等の調達 

・特別支援学級及び配慮を要する児童生徒への利活用方策検討 

教育総務課 総務係 ・宮古島市教育ビジョンにおける事業進捗管理 

教育施設班 
・ICT 教育推進に伴う施設整備 

・学校施設に関する保守管理 
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 Ⅲ-Ⅰ-Ⅱ 市長部局との連携 

  本計画における各種事業を具体的に進めていくにあたっては、市長部局の関係各課と 

 の連携が不可欠です。情報の共有、連携を密に行い、各計画に掲げた事業の推進のため

協働していくことが必要です。 

 特に、本市全体の情報化を推進する情報政策課とは、教育の情報化に向けた本計画の 

方針を共有し、十分に協議・調整を行い、各事業の実現に取り組んでいきます。  

 

 

  

市長部局 

企画政策部 企画調整課 

「宮古島市総合計画」 

「宮古島市教育大綱」 

 

企画政策部 情報政策課 

「宮古島市情報化推進計画」 

 ・宮古島市情報セキュリティポリシー 

 

総務部 財政課 

「財政計画」 

 ・ 

教育委員会 

教育部 教育総務課 

「宮古島市教育ビジョン」 

 

教育部 学校教育課 

「宮古島市教育情報化推進計画」 

「ICT 活用計画」 

 ・宮古島市教育情報セキュリティポリシー 

 

教育部 教育施設班 

・学校施設の整備計画、管理 

情報共有・連携 
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Ⅲ-Ⅱ 進捗管理 

 本計画に基づく各施策の推進にあたっては、社会情勢の変化や情報通信技術の進歩、 

財政状況等に柔軟に対応し、実効性を高める必要があります。そのため、本計画では 

「計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→改善（Action）」の PDCA サイクルを 

確立し、各事業について継続的な進捗状況の把握と改善を図ります。 

 また、下位計画として策定予定の「ICT 活用計画」により活用状況の把握と、活用推進

のための取組を進め、その結果を本計画に反映します。 

 

 

 

 

  

研修等活用支援 活用報告 

PLAN 

計画 

DO 

実行 

CHECK 

評価 

ACTION 

改善 

宮古島市 

教育情報化 

推進計画 

反映 

ICT 活用計画 

宮古島市教育委員会 

・活用状況の把握 

・活用目標達成状況（稼働率含む） 

学校 CIO（校長） 

情報担当職員等 

小学校 16 校、中学校 13 校  

活用推進リーダー 

校内活用状況把

各教員 

活用実践 
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宮古島市教育情報化の推進体制図 

 

 

      
  

教育 CIO 
  

    

       

       

           

           

学校教育課 教育総務課 教育施設班 

【学務係】 【総務係】 ・ICT 教育推進に伴う施設整備 

・情報教育の企画、立案 ・宮古島市教育ビジョンにおける事業進

捗管理 

・学校施設に関する保守管理 

・ICT 活用研修の企画、実施   

・学校現場のニーズ把握     

・ICT 機器、システム等の調達、運用管理     

・ICT 支援員の配置     

・計画推進に必要な規程等の整備     

・関係各課との調整、会議の主催     

・各事業の進捗状況把握     

【指導係】     

・デジタル教科書等の調達     

・特別支援学級及び配慮を要する児童

生徒への利活用方策検討 
    

       

           

学   校 

小学校 16校 中学校 13校 

  学校 CIO     学校 CIO   

  情報担当職員     情報担当職員   

            

 

 

 



資料1

【情報活用能力の体系表例】
分類 STEP1（小学校低学年） STEP2（小学校中学年） STEP3（小学校高学年） STEP4（中学校） 想定される学習内容

・コンピュータ起動や終了、デジタルカメラなどの基本操作 ・キーボードなどによる文字の正しい入力方法 ・キーボードなどによる文字の正確な入力 ・キーボードなどによる十分な速さで正確な文字の入力

・電子ファイルの呼び出しや保存 ・電子ファイルの検索 ・電子ファイルのフォルダ管理
・電子ファイルの運用（圧縮・パスワードによる暗号化、バッ
クアップ等）

・画像編集・ペイント系アプリケーションの操作 ・映像編集アプリケーションの操作 ・目的に応じたアプリケーションの選択と操作 ・目的に応じた適切なアプリケーションの選択と操作

・インターネット上の情報の閲覧・検索
・電子的な情報の送受信やAND、ORなどの論理演算子を
用いた検索

・クラウドを用いた協働作業

・情報の基本的な特徴 ・情報の特徴 ・情報の流通についての特徴

・情報を伝える主なメディアの特徴 ・情報を伝えるメディアの種類及び特徴

・表現、記録、計算の原理・法則

・コンピュータの存在 ・身近な生活におけるコンピュータの活用 ・社会におけるコンピュータの活用 ・社会におけるコンピュータや情報システムの活用

・コンピュータの動作とプログラムの関係
・手順とコンピュータの動作の関係・情報のデジタル化や処
理の自動化の仕組み

・情報通信ネットワークの構成と、情報を利用するための基
本的な仕組み

・情報のシステム化に関わる基礎的な技術の仕組み

・大きな事象の分解と組み合わせの体験
・基本的な問題解決の手順

・ 単純な繰り返し・条件分岐、データや変数などを含んだプ
ログラムの作成、評価、改善

・意図した処理を行うための最適なプログラムの作成・評
価・改善

・問題発見・解決のための安全・適切なプログラムの制作、
動作の確認及びデバッグ等

・手順を図示する方法
・図示（フローチャートなど）による単純な手順（アルゴリズ
ム）の表現方法

・アクティビティ図等の統一モデリング言語による設計方法

・身近なところから様々な情報を収集する方法 ・調査や資料等による基本的な情報の収集の方法 ・調査や実験・観察等による情報の収集の方法 ・調査の設計方法

・情報メディアからの情報の収集と検証の方法
・情報通信ネットワークなどからの効果的な情報の検索と
検証の方法

・比較、順序などの情報と情報との関係 ・考えと理由、全体と中心などの情報と情報との関係 ・原因と結果など情報と情報との関係 ・意見と根拠、具体と抽象など情報と情報との関係

・絵や図を用いた情報の整理の方法 ・観点を決めた表やグラフを用いた情報の整理の方法 ・目的に応じた表やグラフを用いた情報の整理の方法 ・表やグラフを用いた統計的な情報の整理の方法

・情報の概要を捉える方法 ・情報の全体的な特徴を捉える方法 ・情報の傾向と変化を捉える方法 ・目的に応じて情報の傾向と変化を捉える方法

・情報を組み合わせて表現する方法 ・自他の情報を組み合わせて表現する方法 ・複数の表現手段を組み合わせて表現する方法 ・情報を統合して表現する方法

・相手を意識したプレゼンテーションの方法 ・目的を意識したプレゼンテーションの方法
・聞き手とのやりとりを含む効果的なプレゼンテーション方
法

・Webページ、SNS等による発信・交流の方法

・安全・適切なプログラムによる表現・発信の方法

・問題解決における情報の大切さ ・目的に応じて情報活用の見通しを立てる手順 ・問題解決のための情報の活用の計画を立てる手順 ・条件を踏まえて情報の活用の計画を立て最適化する手順

・情報の活用を振り返り、できるようになったこと ・情報の活用を振り返り、改善点を見出す手順
・情報及び情報技術の活用を振り返り、改善点を見出す手
順

・情報及び情報技術の活用を効率化の視点から評価し改
善する手順

・情報社会での情報技術の活用 ・情報社会での情報技術の働き ・情報システムの種類、目的、役割や特性

・情報化に伴う産業や国民生活の変化 ・情報化による社会への影響と課題

・ 人の作った物を大切にすることや他者に伝えてはいけな
い情報があること

・自分の情報や他人の情報の大切さ ・情報に関する自分や他者の権利 ・情報に関する個人の権利とその重要性

・通信ネットワーク上のルールやマナー
・社会は互いにルール・法律を守ることによって成り立って
いること

・コンピュータなどを利用するときの基本的なルール分 ・生活の中で必要となる基本的な情報セキュリティ ・情報を守るための方法 ・情報セキュリティの確保のための対策・対応

・情報技術の悪用に関する危険性
・仮想的な空間の保護・治安維持のための、サイバーセ
キュリティの重要性

・情報の発信や情報をやりとりする場合の責任 ・発信した情報や情報社会での行動が及ぼす影響 ・情報社会における自分の責任や義務

・情報メディアの利用による健康への影響 ・健康の面に配慮した、情報メディアとの関わり方

Ｂ

思
考
力

、
判
断
力

、
表
現
力
等

１
問題解決・探究に
おける情報を活用
する力（プログラミ
ング的思考・情報
モラル・セキュリ
ティを含む）

※ 事象を情報とその結び
付きの視点から捉え、情報
及び情報技術を適切かつ
効果的に活用し、問題を発
見・解決し、自分の考えを
形成していく力
① 必要な情報を収集、整
理、分析、表現する力
②新たな意味や価値を創
造する力
③ 受け手の状況を踏まえ
て発信する力
④ 自らの情報活用を評
価・改善する力　　等

※ 体験や活動から疑問を持ち、解決の手順を見通したり
分解して、どのような手順の組み合わせが必要かを考えて
実行する
・ 身近なところから課題に関する様々な情報を収集し、絵
や図などを用いて、情報を整理する
・ 情報の概要を捉え、分解・整理し、自分の言葉でまとめる
・ 相手を意識し、わかりやすく表現することができる
・ 問題解決における情報の大切さを意識しながら情報活用
を振り返り、できるようになったことに気付くことが
できる　等

※ 収集した情報から課題を見つけ、解決に向けた活動を
実現するために情報の活用の見通しを立て、実行する
・ 調査や資料等から情報を収集し、情報同士のつながりを
見つけたり、観点を決めた表やグラフ等や習得した「考える
ための技法」を用いて情報を整理する力
・ 情報を抽象化するなどして全体的な特徴や要点を捉え、
新たな考えや意味を見出す
・根拠を持って結果を予想する
・ 表現方法を相手に合わせて選択し、相手や目的に応じ、
自他の情報を組み合わせて適切に表現する
・ 自らの情報の活用を振り返り、手順の組み合わせをどの
ように改善していけば良いのかを考える　　　等

※ 問題を焦点化し、ゴールを明確にし、シミュレーションや
試作等を行いながら問題解決のための情報活用の計画を
立て、調整しながら実行する
・ 目的に応じた情報メディアを選択し、調査や実験等を組
み合わせながら情報収集し、目的に応じた表やグラフ、「考
えるための技法」を適切に選択・活用し、情報を
整理する
・ 情報の傾向と変化を捉え、類似点や規則性を見つけ他と
の転用や応用を意識しながら問題に対する解決策を考察
する
・ 目的や意図に応じて複数の表現手段を組み合わせて表
現し、聞き手とのやりとりを含めて効果的に表現する
・情報及び情報技術の活用を振り返り、改善点を論理的に
考える　　等

※ 問題の解決に向け、条件を踏まえて情報活用の計画を
立て最適化し、解決に向けた計画を複数立案し、評価・改
善しながら実行する
・ 調査を設計し、情報メディアの特性を踏まえて、効果的に
情報検索・検証し、目的や状況に応じて統計的に整理した
り、「考えるための技法」を組み合わせて活用
したりして整理する
・目的に応じて情報の傾向と変化を捉え、問題に対する多
様な解決策を明らかにする
・ 目的や意図に応じて情報を統合して表現し、プレゼン
テーション、Webページ、SNSなどやプログラミングによって
表現・発信、創造する
・ 情報及び情報技術の活用を効率化の視点から評価し、
意図する活動を実現するために手順の組み合わせをどの
ように改善していけば、より意図した活動に近づ
くのかを論理的に考える　　　等

・事象と関係する情報を見つけようとする ・情報同士のつながりを見つけようとする ・情報を構造的に理解しようとする ・事象を情報とその結びつきの視点から捉えようとする

・情報を複数の視点から捉えようとする ・新たな視点を受け入れて検討しようとする ・複数の視点を想定して検討しようとする ・物事を批判的に考察しようとする

・問題解決における情報の大切さを意識して行動する ・目的に応じて情報の活用の見通しを立てようとする ・複数の視点を想定して検討しようとする
・条件を踏まえて情報の活用の計画を立て最適化しようと
する

・情報及び情報技術を工夫し創造しようとする

・ 情報の活用を振り返り、できるようになったことを見つけ
ようとする

・情報の活用を振り返り、改善点を見出そうとする
・情報及び情報技術の活用を振り返り、改善点を見出そう
とする

・情報及び情報技術の活用を効率化の視点から評価し改
善しようとする

・ 人の作った物を大切にし、他者に伝えてはいけない情報
を守ろうとする

・ 自分の情報や他人の情報の大切さを踏まえ、尊重しよう
とする。

・情報に関する自分や他者の権利があることを踏まえ、尊
重しようとする

・情報に関する個人の権利とその重要性を尊重しようとす
る

・ コンピュータなどを利用するときの基本的なルールを踏ま
え、行動しようとする

・ 情報の発信や情報をやりとりする場合にもルール・マ
ナーがあることを踏まえ、守ろうとする

・通信ネットワーク上のルールやマナーを踏まえ、尊重しよ
うとする

・ 社会は互いにルール・法律を守ることによって成り立って
いることを踏まえ、行動しようとする

・ 情報メディアの利用による健康への影響を踏まえ、行動
しようとする

・生活の中で必要となる情報セキュリティについて踏まえ、
行動しようとする

・情報セキュリティの確保のための対策・対応を考え、行動
しようとする

・ 仮想的な空間の保護・治安維持のための、サイバーセ
キュリティの重要性を意識し、行動しようとする

・発信した情報や情報社会での行動が及ぼす影響を踏ま
え、行動しようとする

・情報社会における自分の責任や義務について考え、行動
しようとする

・情報メディアの利用による健康への影響を意識して行動し
ようとする

・健康の面に配慮した、情報メディアとの関わり方を意識し
て行動する

・情報や情報技術を適切に使おうとする ・情報通信ネットワークを協力して使おうとする
・情報通信ネットワークは共用のものであるという意識を
持って行動しようとする

・情報通信ネットワークの公共性を意識して行動しようとす
る

・情報や情報技術を生活に活かそうとする
・情報や情報技術をより良い人生や社会づくりに活かそうと
する

・ 情報や情報技術を多様な観点から評価、選択、管理・運用、改良、応
用することによってよりよい生活や持続可能な社会の構築に活かそうと
する

情報活用能力は「教科等の枠を超えた全ての学習の基盤として育まれ活用される資質・能力」とされ、その重要性が指摘された。
情報教育の目標を、「情報活用の実践力」、「情報の科学的な理解」及び「情報社会に参画する態度」の３観点で捉える考え方について、情報活用能力を育むための指導内容や学習活動を具体的にイメージしやすくし指導を充実させることに寄与してきたとしている。
その上で、情報活用能力についても、各教科等において育むことを目指す資質・能力と同様に、「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」及び「学びに向かう力・人間性等」の「三つの柱」によって捉えていくことが提言された。
平成29年３月に公示した新学習指導要領では、情報活用能力を、言語能力や問題発見・解決能力と同様に、学習の基盤となる資質・能力と位置付け、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図り、各学校のカリキュラム・マネジメントの実現を通じて育成することした。
また、新学習指導要領解説では、「情報活用能力をより具体的に捉えれば、学習活動において必要に応じてコンピュータ等の情報手段を適切に用いて情報を得たり、情報を整理・比較したり、得られた情報をわかりやすく発信・伝達したり、必要に応じて保存・共有したりといったことができる力であり、更に、このような学習
活動を遂行する上で必要となる情報手段の基本的な操作の習得や、プログラミング的思考、情報モラル、情報セキュリティ、統計等に関する資質・能力等も含むものである」と具体的に示した。

この情報活用能力の体系表は、児童生徒の発達の段階等をイメージして作成しているため、以下のような活用が期待される。
○　各学校が、自校の情報活用能力の育成状況の目安とする。
○　各学校が、児童生徒や学校の実態に応じて、各校の状況に合った段階から情報活用能力の育成に取り組めるようにする。
○　各学校が、児童生徒や学校の実態に応じた、情報活用能力の育成に関する指導の改善・充実の目安とする。

① 多角的に情報を検討し
ようとする態度

１
問題解決・探究に
おける情報活用の
態度

② 試行錯誤し、改善しよう
とする態度

② 情報活用の評価・改善
のための理論や方法の理
解

２
問題解決・探究に
おける情報活用の
方法の理解

①情報技術の役割・影響
の理解

② 情報モラル・セキュリ
ティの理解

３
情報モラル・セキュ
リティなどについて
の理解

知
識
お
よ
び
技
能

①情報技術に関する技能

② 情報と情報技術の特性
の理解

学
び
に
向
か
う
力

、
人
間
性
等

Ｃ

③記号の組合せ方の理解

① 情報収集、整理、分析、
表現、発信の理解

１
情報と情報技術を
適切に活用するた
めの知識と技能

Ａ

文部科学省：次世代の教育情報化推進事業（情報教育の推進等に関する調査研究）成果報告書
情報活用能力を育成するためのカリキュラム・マネジメントの在り方と授業デザイン

̶ 平成29年度　情報教育推進校（IE-School）の取組より̶

① 責任をもって適切に情
報を扱おうとする態度

② 情報社会に参画しようと
する態度

２
情報モラル・セキュ
リティなどについて
の態度

○　基本的な操作等
例えば、キーボード入力やデジタルカメラの使い方など、基本的な操作の習得等に関するもの。
○　問題解決・探究における情報活用
例えば、問題を解決するために必要な情報を集め、その情報を整理・分析し、解決への見通しをもつことができる等、問題解決・探究における情報活用に関するもの。
○　プログラミング（本事業では、問題解決・探究における情報活用の一部として整理）
例えば、単純な繰り返しを含んだプログラムの作成（育成する場面）や問題解決のためにどのような情報を、どのような時に、どれだけ必要とし、どのように処理するかといった道筋を立て、実践しようとするもの。
○　情報モラル・情報セキュリティ
例えば、SNS、ブログ等、相互通信を伴う情報手段に関する知識・技能を身に付けるもの（育成する場面）や情報を多角的・多面的に捉えたり、複数の情報を元に自分の考えを深めたりするもの。

「想定される学習内容」のうち、「プログラミング」については、新小学校学習指導要領において、「プログラミングを体験しながら論理的思考力を身に付ける」ことや総合的な学習の時間においては「プログラミングを体験することが、探究的な学習の過程に適切に位置づくようにすること」とあることから、「問題解決・探究に
おける情報活用」の一部として整理した。

問
題
解
決
・
探
究

に
お
け
る
情
報
活
用

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ

基
本
的
な
操
作
等

情
報
モ
ラ
ル
・

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ

情
報
モ
ラ
ル
・
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

問
題
解
決
・
探
究
に
お
け
る
情
報
活
用

情
報
モ
ラ
ル
・

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ

問
題
解
決
・
探
究



資料 2「ICT 支援員の業務内容」 

主な 

機能 
業務区分 具体的な業務内容 

授 

業 

に 

お 

け 

る 

I 

C 

T 

支 

援 

授業計画の作成支援 

・ICT 機器の利用場面を想定し、授業計画や授業案への助言を行

う 

・授業での機器トラブルを想定した対応策の検討 

・先進自治体や担当校以外での利活用事例を収集する 

・一斉学習、個別学習、協働学習、問題解決学習などの目的に合

致した授業案への助言を行う 

教材作成支援 

・ICT を利用する授業で用いる教材作成のための資料を集める 

・教員の要望に合わせ、既存の教材を提案したり、教材を作成し

たりする 

ICT 機器の準備 ・授業、その他行事等で活用する ICT 機器を準備する 

ICT 機器のメンテナンス 

・動作確認やタブレット PCの充電状況など、日常的なメンテナン

ス 

・日常的なメンテナンスについて適切な計画の提案や手順書等

を作成する 

操作支援 

・ICT 機器を授業で利用する教員に対する操作支援 

・授業に際し、児童生徒に対する ICT 機器の操作支援 

学校行事等の支援 
・修学旅行での ICT 機器持ち出しなど、機器活用に応じた準備を

行う 

障害トラブル対応 
・ICT 機器やネットワークのトラブルに対して、一次対応（切り分

け）を行う 

ICT 機器活用事例の作成 ・先進事例収集や授業後の事例作成を行う 

ICT 機器の利活用実態把握 
・リプレイス時の仕様作成にあたり必要となる活用実態の把握を

行う 

「「ICT を活用した教育推進自治体応援事業」ICT 支援員の育成・確保のための調査研究事業成果報告書」 

（平成 29 年 3 月日本教育情報化振興会）を元に作成 

  



資料 3「ICT 支援員と保守要員の業務分離」 

 

 

業務区分 

 

 

ICT 支援員 

 

保守要員（事業者） 

障害トラブル対応 

 

一次切り分け 一次切り分け後のトラブル対応 

メンテナンス 充電等の日常的な対応 年次更新 

ソフトウェア更新 

バージョンアップ 

更新手順の確率と支援 

機器の修繕等 

校内研修 機器の準備等の支援 研修の企画、資料作成 

研修の実施、講師の支援 

研修効果、活用の把握 

 

「「ICT を活用した教育推進自治体応援事業」ICT 支援員の育成・確保のための調査研究事業成果報告書」 

（平成 29年 3 月日本教育情報化振興会）を元に作成 

 


